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北海道アイヌ協会は，戦後 1946 年に「社会事業団体」［北海道ウタリ協会 
1994: 193-4］として「創立」1され，農地改革反対運動2が失敗して停滞，そ






































月 17 日付『北海道新聞』］というものであった。 
 また，「アイヌ民芸品コンクール」が行われている。その内容を詳しくうか
がい知ることはできないが，1975 年 7 月発行の『先駆者の集い』第 9 号
は 11回目のアイヌ民芸品コンクールを報じており［北海道ウタリ協会 1994: 
303］，第 1 回は 1965 年と推察される。ただし，この「アイヌ民芸品コン
クール」は民芸品制作に携わる人々の生活基盤の向上という意味合いが強か









いたいというのが趣旨」［1966 年 1 月 24 日付『読売新聞』］としている。こ
れに関しても，「生活向上」を目的としており，文化的な面が重視されている
とはいいがたい。 
 最後に，1970 年 6 月 24 日付『朝日新聞』によれば，旭川市や旭川人権擁
護委員会が「北海道旧土人保護法」6の廃止運動を展開した際に，北海道ウタ
－89－
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さらに，1976 年に第 2 次，1978 年に第 3 次，1983 年には第 4 次訪問団が
実施されている［北海道ウタリ協会 1994: 321, 392, 528］。他にも，1978 年
には，中国以外にアラスカやカナダ，アメリカなどを訪れている。 
 これと並行して，1985 年 8 月発行の『先駆者の集い』第 40 号によれば，



















行の特集号（新法関係）や 1990 年 1 月発行の第 52 号によれば，各地で新法
－91－
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道ウタリ協会 1994: 622］。1987 年 11 月発行の第 45 号によれば，同年に「国
連先住民作業部会」に初参加し［北海道ウタリ協会 1994: 636］， 1988 年
10 月発行の第 47 号によれば，同年には「第 75 回 ILO 総会」に出席，「人権












 まず前提となる 1950 年代後半から 1970 年代前半に至るまでの「北海道観
光ブーム」を確認しておきたい。まず，1956 年 7 月 4 日付『朝日新聞』朝
刊には「北海道は観光ブーム／涼しさが魅力／空路は予約で満員」という記
事が掲載されている。これによれば，「“内地”から道への観光客は延べで年間
約 70 万人といわれるが，年ごとに約 1 割ふえている」という。特に旭川や
阿寒湖など，アイヌ民族に関連する観光地の盛況ぶりを報道している。実際
の観光者数も，北海道経済部観光局が発表している「来道観光客数（実人数）
の推移」によれば，1966 年度の観光客数が 608,219 人だったのに対し，1974
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年度は 2,379,688 人に増加している。加えて，この間は観光客数が増加し続






















ている。このような批判は，第 6 号の一回きりではなく，1977 年 1 月発行
の『先駆者の集い』第 14 号では，「『北海道の観光とアイヌ問題』第一回実
地調査報告書」として，「かねてから懸案であった『文化対策』のための部会
が，今年度の定例総会（昭 51 年 5 月）で議決され発足」［北海道ウタリ協会 
1994: 344］したと報じている。 
 ここではまず，「昭和 30 年代以降，急激に北海道観光が伸びると共に， 『湖
と熊とアイヌ』は，北海道観光に欠かせぬ重要？な観光資源として利用」［北
－93－
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して継承するための運動を行っている。例えば，1977 年 5 月発行の『先駆
者の集い』第 15 号では，「観光地に働くウタリ自らがアイヌを知らなけれ
ばならないとの声を受けて 3 月 21 日と 22 日の両日真駒内の青少年センタ
ーで研修会を開いた」［北海道ウタリ協会 1994: 350］と報じている。また，










さい」［北海道ウタリ協会 1994: 405］と述べている12。 
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 それに加え，1980 年にはアイヌ文化の継承者の高齢化に対する焦りも表れ
ている。例えば，1980 年 9 月『先駆者の集い』には，「最近貴重なわが民族
文化の保持者が亡くなられておる。ごめい福を祈るとともに，だから収録作
業は急がねばならない」［北海道ウタリ協会 1994: 442］とある。 
 
５．「観光アイヌ」をめぐる議論と北海道ウタリ協会の「主体性」 


















少なかったのはこれだけではない。1977 年 3 月 21,22 日に行われたアイヌ
文化の「研修会」でも，「惜しかったのはウタリ会員の参加者が少なかったこ
とだ」［北海道ウタリ協会 1994: 350］と報じられている。1977 年に行われ
た「芸能発表会」でも同様にアイヌ民族の参加者が少ないことが嘆かれてい
る。 
 そして，かかる状況は 1979 年に実施された 2 回目の「北海道ウタリ生活
－95－
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表 1 アイヌ文化の保存・普及の必要性 
必要で
あ    る
必要で
な    い
わから
な    い
回    答
な    し
計
必要で
あ    る
必要で
な    い
わから
な    い
回    答
な    し
計
32.2% 1.4% 7.9% 58.4% 100% 26.2% 2.3% 13.1% 58.4% 100%
69 3 17 125 214(人) 56 5 28 125 214(人)
43.7% 1.8% 8.4% 46.1% 100% 36.7% 7.5% 9.4% 46.4% 100%
245 6 28 153 332(人) 122 25 31 154 332(人)
26.7% 1.3% 10.8% 61.2% 100% 17.9% 4.2% 15.4% 62.5% 100%
64 3 26 147 240(人) 43 10 37 150 240(人)
69.7% 2.6% 27.7% 100% 64.5% 2.6% 32.9% 100%
53 2 21 76(人) 49 2 25 76(人)
38.4% 1.4% 8.5% 51.7% 100% 31.3% 4.6% 11.4% 52.7% 100%
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51964 年 1 月 8 日付『北海道新聞』によれば，当時の旭川市長である五十嵐
広三が 1963 年に市長就任と同時に「アイヌまつり」の構想を打ち出したと
いう。その趣旨は，「滅びゆくアイヌ文化の保存とともに決定的な観光資源が

















っかけとして 1972 年に設立された。 
121979 年 8 月 20 日付『北海道新聞』によれば，参加者の内訳は，北海道ウ
タリ協会の会員 31 人，アイヌ文化に興味を持つ者 23 人であったという。 





は調査の対象とはしていない」［北海道生活福祉部 1993: 1］としている。 
14地域区分の詳しい基準は不明であるが，「民芸品製作地域」は平取町二風谷
と阿寒町阿寒湖畔の 2 地域であり，「都市型」は札幌市白石や旭川市近文な
ど 5 地域，「農村型」は鵡川町春日や新冠町万世など 8 地域，漁村型は長万
部町旭浜や白老町白老など 5 地域となっている。 
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